
事業番号 事業の内容
定款（法人の事業又は
目的）上の根拠

他 1 賛助会員向け事業 第4条第1項4号、5

号、6号

事業の概要

　会員を対象に産・官・学・民の情報交換と幅広いネットワーク作りを主目的とした「中部社研フォーラム」を、賛

助会員などから要望の強いIT関連を講演テーマとし、講師・受講者・ファシリテーターを交えた参加型の講演会とし

て行った（年5回）。また、「中部社研セミナー」を政治・経済に関する時流のテーマを取り上げ、当財団の研究報告

と外部講師を招いたセミナーを行った（年2回）。

本事業を反復継続して行うのに最低限必要となる許認可等について（注）

許認可等の名称 根拠法令 許認可等行政機関

（３）その他の事業（相互扶助等事業）について　　　　　 　　　（事業単位ごとに作成してください。）



注　記載した許認可等を得ている場合には、許認可等の写しを、現在申請中の場合には、当該許認可等の申請書を

添付してください。また、「許認可等行政機関」は課名等まで記載してください。
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